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社会的排除の予防的視点からみたキャリア教育の在り方 
―社会的ひきこもりのキャリア支援に関する課題を例に― 
 
久 保 浩 明* 
 
要旨 
 我が国では経済のグローバル化や雇用形態の流動化などを背景に、キャリア教育の重要性がますます高
まっている。他方で、キャリア選択を含む社会参加から退却し、社会的ひきこもり（ひきこもり）状態に
なる者のキャリア支援も重要性を増している。本稿では、我が国における現在のキャリア教育について概
観し、ひきこもりの予防および支援にキャリア教育が果たす役割と課題、および研究の展望について論じ
た。キャリア教育は様々なキャリアコースを描けるように教育的介入を行うことで、キャリア危機に陥っ
た者を社会的包摂へ導くことができる点で有用であると考えられる。ひきこもり現象は社会的排除の文脈
から理解することが重要であり、ひきこもり者の置かれた状況や経験などの外的要因を理解することで、
ひきこもり状況に至った要因の再評価が可能となり、ひきこもり者のキャリア支援に有用な視点が得られ
ることが期待される。 
 
キーワード：キャリア教育、社会的ひきこもり（ひきこもり）、社会的排除、社会的包摂、スティグマ 
 
 
 
１．はじめに 
 我が国は経済のグローバル化や非正規雇用の増加を
はじめとする雇用形態の流動化など、キャリアをめぐ
る社会の急速な変化に直面している。それに伴い、若
年者のキャリア支援がますます重要になっている。教
育場面においては、キャリア教育として学生に対する
キャリア支援が導入されており、2011年には大学設置
基準の中で大学生を対象にキャリア教育を導入するこ
とが義務づけられたことから、大学においてもキャリ
ア支援が拡充されるようになった。他方で、キャリア
選択やキャリア発達から抜け落ち、社会参加から退却
してひきこもる者に対するキャリア支援が求められて
いる。 
 本稿では、現在のキャリア教育について概観し、社
会的ひきこもり（以下、ひきこもり）のキャリアにお
ける課題について述べる。そのうえで、キャリア教育
をひきこもり状態にある者（以下、ひきこもり者）の
キャリア支援にどのように位置づけることができるか
について考察し、今後の研究の課題と展望について論
じる。本稿ではひきこもり者のキャリア支援について
多様な先行研究を概観するために、システマティック
レビューといった先行研究の収集に適格基準を設定す
る方法を採らず、探索的なレビューを実施する手法を
採用した。 
 
２．我が国のキャリア教育の概要 
 我が国で実践されているキャリア教育は、米国より
導入されている。米国では1900年代前後に、職業選択
の自由化という社会変化を受けて、都市部において若
年者の失業が社会問題となった。そこで、Parsonsが職
業指導（vocational guidance）を導入したが、このころ
の職業指導は若年者の特性（適性）に基づいて合理的
に職業を紹介する「マッチング」機能が重視されてい
た（Parsons, 1909）。1970年代には、産業構造の変化に
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伴い、中年期の職業生活の立て直し（キャリア危機）
が米国において社会問題となり、ライフステージの観
点からキャリア支援が展開されることとなった。こう
した社会背景から、ライフステージの生涯発達に関す
る職業的発達理論が提唱され、Superによって拡充・発
展していった（Super, 1980）。Superが提唱した職業的
発達理論（life-span, life-space approach）は、職業的発
達段階という生涯にわたるキャリア発達の視点に加え
て、職業人だけでなく家庭人や市民や余暇人といった
様々な役割を重ね合わせた一人の人間としての包括的
な発達理論として結実していった（Super & Sverko, 
1995）。 
 米国におけるキャリア教育は、社会変化を背景に展
開・発展してきた。我が国におけるキャリア教育は、
戦前から1990年代半ばまでは、学生を職業や進学先に
マッチングさせることを重視するいわゆる「出口指導」
が中心であったとされる（辰巳，2018）。しかしながら、
1990年代後半の急激な社会変化に伴い、学校現場が生
き方指導ではなく出口指導に偏りすぎてきたことが指
摘されており（国立教育政策研究所，2002）、様々なキ
ャリア教育に関する取り組みが提示されてきた。例え
ば、1996年には「生きる力」を育む教育の重要性が提
唱され（文部科学省，1996）、その後2011年に中央教育
審議会の答申「今後の学校におけるキャリア教育・職
業教育の在り方について」においてキャリアについて
整理が行われた（中央教育審議会，2011）。そこでは、
キャリアについて「人が、生涯の中で様々な役割を果
たす過程で、自らの役割の価値や自分と役割との関係
を見いだしていく連なりや積み重ね（中央教育審議会，
2011）」と説明されており、これはキャリアを職業に限
定せず、一人の人間の様々な側面が生涯にわたって発
達するという上述のSuperのキャリア観を反映してい
る。2018年の中央教育審議会答申では、国内外で提言
されてきたこれからの人材に必要とされる資質や能力
を普遍的なコンピテンシーとしながらも、一人一人が
エージェンシー（自ら主体的に行動して、責任をもっ
て社会変革を実現していく力）を中核とする能力につ
いても述べられている（中央教育審議会，2018）。こう
した教育政策は非常に多義的で、一致したキャリア教
育像の形成に至っていないという指摘はあるものの
（村上，2016）、「一人一人の社会的・職業的自立に向
け、必要な基盤となる能力や態度を育てることを通し
て、キャリア発達（社会の中で自分の役割を果たしな
がら、自分らしい生き方を実現していく過程）を促す
教育（中央教育審議会，2011）」とキャリア教育が定義
されるように、若年者の自己実現につながる能力や態
度の涵養が目指されているといえる。 
 具体的なキャリア教育・キャリア支援としては、学
校現場を対象としたキャリア教育の実践が報告されて
おり、社会人との対話を通して職業観・勤労観につい
て考えさせるワークショップを実施した宮入（2013）
や、仲間による対話と支え合い（ピア・サポート）の
要素を取り入れたキャリア教育プログラムを実践した
寺本（2019）といった取り組みがある。また、企業に
おけるキャリア支援という観点でも、個と組織の両者
にとって望ましいキャリア支援の在り方として、キャ
リア・カウンセリングを組織に応用したオーガニゼー
ショナル・カウンセリングの事例が報告されている（岡
田，2008）。 
 
３．ひきこもり者のキャリアに関する課題 
 我が国において様々なキャリア教育政策が実施され
るに至った背景として、前節で述べたような社会構造
の変化があるが、若年者のフリーター等の雇用の問題
に加えて、ニートやひきこもりの問題への注目も要因
として挙げられている（松永，2017）。ひきこもりは
「様々な要因の結果として、社会的参加（義務教育を
含む就学、非常勤職を含む就労、家庭外での交遊など）
を回避し、原則的には６ヵ月以上にわたって概ね家庭
にとどまり続けている状態（他者と交わらない形での
外出をしていてもよい）を指す現象概念である（厚生
労働省，2010）」と定義される。つまりひきこもりとは、
通勤・通学などの社会参加を６ヵ月以上回避している
状態（状況）を指す。ここで、現象概念と説明されて
いることは重要である。ひきこもりは多種多様な背景
と状態像を有することが指摘されており、近藤・岩崎・
小林・宮沢（2007）の調査では、来談等により本人を
診断することができたケースにおいて、ひきこもり者
のおよそ３割がうつ病や統合失調症といった精神障害、
およそ３割が発達障害、およそ３割がパーソナリティ
障害として分類されており、精神科的状態ひとつをみ
ても多様な背景があることがわかる。この多様な背景
がひきこもり支援を困難にしており、ひきこもり支援
においては支援の方針を定めるためのアセスメントの
重要性が強調されている（厚生労働省，2010）。 
 Koyama et al.（2010）によれば、我が国における15歳
から49歳までのひきこもり者は人口の1.2％と見積も
られており、人数にして23万人がひきこもり状態にあ
ると推計されている。その後、内閣府の調査によって
15歳から39歳のひきこもり者が54.1万人（内閣府，
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2016）、さらに40歳から65歳までのいわゆる中高年のひ
きこもり者が61.3万人と推計されている（内閣府，
2019）。これらの疫学調査はいずれもひきこもり者が少
なくとも数十万人というオーダーで存在することを示
しており、ひきこもりは深刻な社会的問題となってい
る。特に、中高年となったひきこもり者が高齢の親と
同居しながらひきこもり状態が継続している、いわゆ
る「8050問題」は、長期化・高齢化するひきこもり問
題の深刻な実態を象徴する言葉であるといえる。ひき
こもり者はそもそも社会参加が乏しく、ひきこもり者
自身を対象としたキャリアに関する意識等の実態調査
は少ないが、安保（2011）はWeb調査を用いて、収入を
伴う仕事をしていない15歳以上35歳未満を若年無業者
と定義し、彼らを対象にキャリアレディネスといった
心理的諸特性を検討した。それによれば、対象とした
若年無業者の76.0％が準ひきこもり（自分の趣味に関
する用事のときだけ外出する）を含むひきこもり状態
にあったことを見出し、ニートとひきこもりの関連性
の高さを指摘している（安保，2011）。また、同調査は
就労に消極的な群では高等教育の修了者の比率が低く、
キャリア教育を小中学校といった早期の段階で重点的
に実施することの重要性を述べている（安保，2011）。
内閣府の調査においても、ひきこもり状態になったき
っかけとして、「不登校」「受験の失敗」「職場になじめ
なかった」「就職活動の失敗」といった要因が挙がって
いる（内閣府，2016）。これらの調査からは、キャリア
教育がひきこもり状態に対して予防的に働くことが期
待されるが、長らくひきこもりは深刻な社会問題とな
っている。そこには、ひきこもりという現象が社会的
排除（social exclusion）というプロセスの結果として生
じ、長期にわたってひきこもり状態が継続することで、
再び社会参加に向かうことが困難になることと関連す
ることが考えられる。 
 村澤（2013）は若者自立支援施設を利用するひきこ
もり経験者18名を対象に面接調査を実施し、「いじめら
れ体験」「不登校経験」「就労や就職活動の失敗」「一人
親家庭のリスク」といった要因によりひきこもり状態
に至るプロセスを示している。こうした要因は直接的
なひきこもり状況の要因となるだけでなく、「透明な排
除」として、その経験を有する者の人生に深層的な部
分で影響を及ぼすことを指摘している（村澤，2013）。
たとえば退職をした者が、次の仕事を探す際に以前よ
りも条件の低い職場を転々としたり、次の仕事に就き
づらくキャリアに空白が生じたりすることで、ますま
す就労が難しくなり、ついには就労を諦めることがこ
の「透明な排除」の一例である。「透明」と形容される
理由として、こうした就労形態があたかも当人の選択
の結果として生じ、当人の意思によって社会参加を諦
めてひきこもることを選択するようにみえることや、
こうした事態が一見社会参加を継続しているようにみ
えながらも、長期的にみて見えない力によって徐々に
社会参加から排除されるようなプロセスをたどること
と関連する（村澤，2013）。また、キャリア教育研究に
おいては、キャリアにおける危機としてキャリア未決
定（career indecision）について研究が蓄積されており、
条件が整えばキャリアについての意思決定が可能にな
る者（undecided type）と、本人の不安の高さや低い自
尊心といった心理的諸特性によって慢性的な未決定に
ある者（indecisive type）とに類型化される（Bacanli, 
2006; Guay, Ratelle, Senecal, Larose, & Deschenes, 
2006）。ひきこもり者は後者に親和性が高いと考えられ、
ひきこもりは社会参加からひきこもっていくプロセス
において村澤（2013）が指摘するような様々な排除を
受けてしまう可能性が高く、またひきこもりという状
態像そのものにも援助から遠ざかる性質があると考え
られる（林・竹島・羽藤・牛島，2017）。たとえば、ひ
きこもり支援において、ひきこもり者が自発的に支援
機関につながることは極めて少なく、ひきこもり者自
身が最初に来談する割合は6.6％に留まり、72.2％のケ
ースで家族や親戚が最初に来談するという調査結果が
ある（伊藤他，2003）。また、近藤他（2010）が全国５
か所の精神保健福祉センターを対象に実施した調査に
よれば、ひきこもりの開始から実際の支援が開始され
るまでに平均して4.4年を要しており、さらには13.0％
のケースで支援開始まで10年以上を要していたとされ
る。このように、ひとたびひきこもり状態になった場
合に、早期に支援を得ながら再び社会参加に向かうこ
とには困難さが伴う。ゆえに、社会的排除の視点から
ひきこもり者を理解するとともに、教育機関や就労支
援機関等を含む幅広い教育的介入や、社会的排除を防
止する支援が望まれる（林他，2017；山田，2017）。 
 
４．社会的排除を防止するキャリア教育の位
置づけ 
 ここまで、社会的排除の視点からひきこもり者のキ
ャリア決定に関する課題について述べ、またひきこも
りそのものに支援から遠ざかる（排除につながってい
く）性質があることに触れた。ひきこもり者を対象と
した支援施策としては、2009年度より厚生労働省によ
る「ひきこもり対策推進事業」、2010年度より内閣府に
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よる「子ども・若者育成支援推進法」に基づく事業、
また2015年度には「生活困窮者自立支援法」に基づく
自立相談支援事業が実施されている（境，2017；山根，
2018）。このように、ひきこもり者を支援する制度は拡
充しているが、ひきこもり者のもつ性質に配慮した支
援も重要である。新目・田澤・相川（2014）はニート
およびひきこもり状態にある無業者を対象に、eラーニ
ングと体験ワークショップから構成される就労支援プ
ログラムを実施している。自宅から出ることの難しい
ひきこもり者にとって、自宅にいながら自身のペース
で進めることができるWeb上での実施形態は有用であ
ると考えられる。こうしたWebを用いたキャリア教育は
大学生を対象としても実践されている（樋口・杉浦・
星野・橋本，2014）。 
 ひきこもり者の背景が多様であり、また支援に向か
うことが困難であることを踏まえると、ひきこもり者
を対象としたキャリア教育は多様な教育的介入を組み
合わせることが重要であり、またひきこもりの予防と
いう点からは、「多数の」人々が「普通に」歩むキャリ
アコースから排除され、ひきこもってしまう者を包摂
する視点（社会的包摂；social inclusion）が求められる。
この視点からは、従来の「出口指導」のように、学校
を出て就労に向かうことのみを第一義的とする場合、
ひとたびそのコースから外れてしまえば再び包摂され
ることは困難になると考えられる。ましてや、近年の
キャリアをめぐる急速な社会的変化を踏まえると、
様々なキャリアコースを描くことができるようにキャ
リア教育を活用する必要がある。下村（2008）によれ
ば、我が国でも参照されているSuperの職業的発達理論
は、白人ホワイトカラー男性を中心に構成されている
のではないか、という批判があり、近年のキャリア発
達理論が社会的弱者を含む「周辺的な層」に対して拡
大され、そうした対象をどのように社会に包摂するか
に関心が向けられるようになったとされる。また、一
般的な学校から社会への移行パターンから外れた場合
に、具体的にどうすれば自らの生活を作り上げていく
ことができるように支援できるかに関するキャリア教
育の重要性を指摘している（下村，2008）。谷（2016）
は先延ばし行動によって卒業というキャリア上の危機
にある大学生を対象に、アクセプタンス&コミットメン
トセラピーを用いて、不快な感情や考えを回避しよう
とする体験の回避を取り扱った事例を報告している。
下村（2008）が指摘するように、キャリア上の危機に
陥った者や、そのリスクを有する者に対する具体的な
支援に関する知見が蓄積されることが求められる。 
 キャリア上の危機のひとつとしてひきこもりに関し
て述べてきたが、ひきこもり者におけるメンタルヘル
スの問題（林他，2017；近藤他，2007）および、若年
者における無業状態におけるメンタルヘルスの問題
（安保，2011；山田，2017）は、これらの状況の要因
にも結果にもなると考えられ、社会的排除にも関わる
看過できない課題である。しかしながら、メンタルヘ
ルスの問題については偏見や差別的態度、すなわちス
ティグマ（stigma）がある。メンタルヘルスの問題を抱
える者当人がもつスティグマはセルフスティグマと呼
ばれ、自尊感情の低さや恥とも関連づけられている
（Link, Struening, Neese-Todd, Asmussen, & Phelan, 
2001）。セルフスティグマが高い場合に、秘密にするこ
とで社会適応が阻害され、メンタルヘルスの問題を治
療することが困難になる（下津，2007）。キャリア上の
危機を防止する点からも、メンタルヘルスの問題が生
じたときにどのように適切な支援を求めるかを教育場
面で取り扱うとともに、スティグマの低減を目指すこ
とが求められる。米国や英国、オーストラリアにおい
て、学生を対象としたメンタルヘルスに関する心理教
育的プログラムの取り組みが進められており、効果評
価 研 究 も 実 施 さ れ て い る （ Aakre, Lucksted, & 
Browning-McNee, 2016; Hart, Cropper, Morgan, Kelly, & 
Jorm, 2019; Hayes, et al., 2019）。これらのプログラム
はメンタルヘルスに関する知識を学生が身につけるこ
とで、自身がメンタルヘルスの不調を抱えた場合は適
切な援助を求める（help-seeking）ように促すとともに、
周囲の友人等が不調になった場合は援助を行う（peer 
support）ことを目的としている。適切な知識を身につ
けることで、メンタルヘルスの問題に対するスティグ
マの低減、すなわちアンチスティグマの役割を担うプ
ログラムでもある。我が国においても、学生のうちに
こうした知識を身につけ、偏見や恥といったスティグ
マを感じることなく自身や周囲が適切に支援を求める
文化を構築することが重要であると考えられる。この
ことは長期的にメンタルヘルスの問題をはじめとする
社会的排除を防止することになると考えられ、キャリ
ア教育においてもメンタルヘルスに関する知識や、ス
ティグマを低減する教育的介入を実施することが求め
られる。 
 
５．社会的ひきこもりのキャリア支援に関す
る今後の課題と展望 
 前節ではキャリア上の危機に陥った者や、そのリス
クを有する者に対する具体的な支援に関する知見を蓄
社会的排除の予防的視点からみたキャリア教育の在り方 
― 35 ― 
積する重要性を述べた。我が国で実施されるひきこも
り支援に関して、厚生労働省の刊行した『ひきこもり
の評価・支援に関するガイドライン』に示されるひき
こもり支援はエキスパートコンセンサスとしてのエビ
デンスレベルに留まっており、支援に関する知見およ
びよくデザインされた研究実践の蓄積を通じて、エビ
デンスレベルを向上させることが求められている（厚
生労働省，2010）。しかし、本稿において取り上げたキ
ャリア教育および支援に関するいくつかの研究が、対
象、研究デザイン（介入法および／または評価法）、ア
ウトカムといった点で標準化されておらず、ひきこも
り者のキャリア教育について一般的な結論を導くこと
が困難な状況にある。これは、教育領域ではランダム
化比較試験（RCT）によるエビデンスの産出が困難で
あることが関連すると考えられる（岩崎，2010）。研究
の目的に関しても、不登校の支援に関する研究動向を
整理した川上（2019）は、不登校は心の問題だけでな
くキャリア形成等の進路の問題でもあるにもかかわら
ず、不登校支援に関する研究は治療的アプローチやコ
ミュニケーションスキルを扱うといった心理的側面を
対象としたものが多く、キャリア発達や進路形成等の
観点から捉えた研究はかなり少ないことを指摘してい
る。ひきこもりやニートなど、社会から取りこぼされ
た（marginalized）若年者の心理的特徴に関する調査で
は、これらの若年者は人生に対する希望や目的が見い
だされづらいことや（Norasakkunkit & Uchida, 2014）、
自己決定への不安（渡部・松井・高塚，2010）が報告
されており、こうした調査研究から、ひきこもり者に
おいてもキャリア支援に関する研究を蓄積することが
求められる。 
 ひきこもり者のキャリア支援に関する研究実施上の
課題として、次の二点が挙げられる。第一に、ひきこ
もり者の支援に関して効果評価を行う場合は、一時点
での評価ではなく、長期的な追跡調査が必要であると
考えられる。ひきこもり経験者を対象として、キャリ
ア獲得を後方視的に検討した研究はみられるが（たと
えば花嶋，2011）、現在ひきこもりの状態にある者の予
後について検討した研究はこれまでに実施されていな
い。後方視的研究ではインタビュー等におけるリコー
ルバイアスの影響が考えられること、またキャリア形
成は年単位のタイムスパンで変化しうる発達課題でも
あると考えられることから、長期的な評価は不可欠で
あろう。また、すでに述べたとおり状態像であるひき
こもりは多様な背景を有することから（近藤他，2007）、
ひきこもり支援を一様に実施するのではなく、どのよ
うな対象にどういった支援を実施すべきかを検討する
必要がある。この観点からは、川上（2019）が報告し
たような、支援の目的を心理的側面やキャリア発達に
限定する研究デザインも有用であると考えられるが、
これらは背反するものではなく、短期的には心理的支
援を行いながらも、長期的にはキャリア形成へと方向
付けるような、両者を接続する研究の視点が求められ
ると考えられる。具体的な研究の方向性を示す一例と
して、前節で述べたスティグマの低減を目的とした教
育的介入に関して、短期的にはスティグマを低減する
ことによる精神科受診率の増加と、メンタルヘルスの
改善を効果指標としながらも、長期的にはスティグマ
の低減によって多様な価値観の受け入れが可能となり、
キャリア選択の幅が広がるような支援や介入法の開発
が考えられる。 
 これらの研究実施上の要請に加えて、本稿で論じた
社会的排除を防止するキャリア教育を実施するには、
ひきこもり者本人のみならず、ひきこもり者がこれま
でに置かれた社会的状況を踏まえる必要があると考え
られる。ひきこもり者において、人生に対する希望や
目的が見いだされづらいことや（Norasakkunkit & 
Uchida, 2014）、自己決定への不安（渡部・松井・高塚，
2010）が報告されたことはすでに述べた。これらのひ
きこもり者の心理的特徴を検討する調査研究の蓄積は
ひきこもり者の理解には不可欠と思われるが、他方で
ひきこもりにつながる個人的要因が強調されすぎる可
能性を考慮する必要があると考えられる。社会的排除
の視点からは、ひきこもり者は自身の選択の結果とし
てひきこもったと考えるよりも、むしろ周囲の環境や
経験といった外的要因によってひきこもり状況に至ら
ざるを得なかった、との視点からひきこもり現象を再
評価することが可能になるだろう。もちろん、ひきこ
もり者自身の有する心理的特徴によってひきこもり状
況が生じ、増強することも考えられるが、外的要因の
視点を常に考慮に入れながらひきこもり事例を理解す
ることで、ひきこもり者や周囲の関係者に対して全人
的な支援につながることが期待される。 
 
６．おわりに 
 様々な要因の結果として社会参加からひきこもるこ
とを予防する観点のキャリア教育の可能性について論
じた。今後ますます社会が流動化し、様々な雇用形態
や社会参加の在り方が生じるものと思われる。本稿で
も、ひきこもりをキャリア選択やキャリア発達から抜
け落ちた、などと論じているが、こうした視点も「一
久 保 浩 明 
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般的」なキャリア発達を前提にしていると考えられる。
むしろ、ライフコースの中でメンタルヘルスの不調を
抱えたり、ひきこもったりすることも織り込みながら、
その人なりの社会参加やキャリアの在り方を描いてい
くことこそ、ますます多様性の高まる社会に見合った
視点であろう。しかしながら、キャリアを自ら描いて
いくことには困難さが伴い、学生一人一人が自らのキ
ャリアを描けるような教育的支援こそ、キャリア教育
に本来求められるものと考えられる。 
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